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　クラブ1）などダンスをさせる営業に対する規制が緩和された「風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律」（昭和 23 年法律第 122 号、以下「風営法」）の改正と、受動喫煙防止対
策のために屋内を全面禁煙にしようとする「健康増進法」（平成 14 年法律第 103 号）の改正。
一見すると全く異なる文脈にあるこれらを事例に、本論文では空間2）に対する規制という観点
から論じる。両者は、音と煙という空間的に遮断しにくいものをめぐる問題であると同時に、
2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京オリンピック」）開催に向け
た動きという共通点がある。その背景にある社会意識の変化や文化との関わりから望ましい規
制のあり様とは何かを検討する。
キーワード：オリンピック、統合型リゾート（ IR）、ナイトタイムエコノミー、風営法、受動
喫煙、ゾーニング、文化、空間、音楽
1 ．はじめに～改正風営法と受動喫煙防止法案
　2017 年 6 月、クラブなどダンスをさせる営業の終夜営業を認める改正風営法が施行されて一
年が経過した。ほぼ同じ頃、屋内原則禁煙という受動喫煙（本人は喫煙しなくても身の回りの
タバコの煙を吸わされてしまうこと）防止対策の強化を盛り込んだ健康増進法改正案 3）の成立
が国会で見送られた。
　こうした規制改革の動きの背景に、2020 年開催予定の東京オリンピックがあることは言うま
でもない。内閣府に設置された規制改革会議は 2014 年 6 月に「2020 年の東京オリンピック開
 1）	「クラブ」という言葉は多義的であり、ダンスをさせる営業としては「ナイトクラブ」や「ダンスクラ
ブ」といった用語法もあるが、本論文では「クラブ」と表記を統一する。
 2）	法的な規制は平面的なエリアのレベルで行われることが多いが、本論文における「空間」とは、主に
カルチュラル・スタディーズにおける文化的な実践の場という意味で用いている。それは多様なポリ
ティクスが衝突する場であり、実在する建築物や地区とは異なるものとして想定している。
 3）	厚生労働省による改正案は、小中高校では敷地内禁煙、職場などの事務所や飲食店では禁煙（喫煙室
の設置は可）、バー、スナックなど 30㎡以下の店では喫煙可（違反を繰り返した場合、喫煙した本人に
30 万円以下、施設の管理者には 50 万円以下の過料を科す）という内容だった。この法案が 2017 年 6
月に見送られた後、11 月に店舗面積が 150㎡以下の飲食店での喫煙を認める妥協案で厚生労働省が調
整していることがわかっている。
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催が決定している中、ダンス文化を活用した魅力ある街づくりを進め、海外観光客を呼び込む
ためにも、風営法の見直しについて検討する」（規制改革会議　2014:	30）と発表し、「第二回
風俗行政研究会」（2014 年 7 月 30 日開催）では関連団体からも同様な主張があった 4）。
　このように、オリンピックに向けた観光資源としてナイト・エンターテインメントを拡充す
る目的で風営法は改正された側面が大きい。その後、2016 年 12 月に「特定複合観光施設区域
の整備の推進に関する法律」（平成 28 年法律第 115 号、以下「 IR 推進法」）が施行され、翌年
4 月には「時間市場創出推進（ナイトタイムエコノミー）議員連盟」が発足し、その流れは加
速している。
　「ナイトタイムエコノミー」とは、「日が落ちた以降夕刻から翌朝までの間に行われる、様々
な経済活動の総称」であり、「日が落ちた以降に消費者によって直接消費がなされる物品や役務
を供給する産業と、消費者によって直接消費されるわけではないがナイトタイムエコノミーの
成立に必要なものとして、間接的に消費がなされる物品や役務を供給する産業」の大きくふた
つに大別されるという（木曽　2017:	20）。前者の「狭義のナイトタイムエコノミー」として、
夜の遊興活動の場を提供するレストラン、居酒屋、バーなどの飲食サービスや音楽や様々なパ
フォーマンスを提供するライブハウスやダンスクラブ、もしくは劇場などが挙げられる一方、
後者の「広義のナイトタイムエコノミー」としては、酒類やタバコなどの製造および流通販売
が挙げられる（木曽　2017:	21）。
　健康増進法の改正においても、国際オリンピック委員会（IOC）と世界保健機構（WHO）が
掲げる「タバコのないオリンピック・パラリンピック」（Tobacco	Free	Olympics）開催という目
的がある 5）。IOC と WHO が健康的な生活習慣を奨励するために「タバコのないオリンピック・
パラリンピック」を目指す合意文書に調印した 2010 年 7 月以降、全てのオリンピック開催国・
開催予定国は、罰則を伴う法規制を行ってきた（表 1）。だが、2020 年東京オリンピックを控
える日本ではいまだ実現される目途は立っていない。こうした事情を背景に、グローバルスタ
ンダードに合わせた受動喫煙の防止対策の強化が現在求められている。
　ダンスと喫煙という行為に対する規制は、音と煙という空間的に遮断しにくいものをめぐる
 4）	たとえば、クラブとクラブカルチャーを守る会は「東京オリンピックに向けて、エンターテインメン
トの充実等により、海外観光客の流入増を図るためには、通常のレストラン等でもダンスができるよ
うにするべき」と主張し、NPO 法人	日本ダンスミュージック連盟も「日本のクラブシーン、クラブミ
ュージックシーンは世界基準から大きく後れを取っている。東京オリンピック・パラリンピックに向
けて、また、クールジャパンの推進に向けて、世界基準に追いついていくことが必要不可欠である」と
主張した。さらに、森ビル株式会社取締役常務執行役員（当時）河野雄一郎も「ダンスを深夜でも楽
しめる場所を作るということは、ビジネスチャンス、文化、産業、雇用、消費の拡大が期待できる。東
京オリンピック・パラリンピックに向けて、	都市の魅力向上を図る重要なテーマ」と発言した（風俗
行政研究会　2014:	26-29）。第 15 回	創業・IT 等ワーキング・グループ（内閣府　2014）において、斎
藤貴弘弁護士が、ダンスをめぐる産業を文化、観光、教育などにおいて今後も成長が期待される大き
なポテンシャルを秘め、とりわけ「観光としては、オリンピックに向けて外国人をもてなすための非
常に重要な資源になる」と主張した。
 5）	2011年に施行されたスポーツ基本法に基づき、「国民が生涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活を
営む」ことができる社会の実現を目指すためにスポーツ庁が 2015 年設置されたことも健康増進法改正
とかかわりがあると思われる。
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問題であり、公私の意識やコミュニティの変化にかかわるという点で共通するところがある。
こうした見逃されてきた点からあらためて規制のあり様を検討する意義はあるのではないだろ
うか。本論文では、このような問題意識に基づいて、ダンスと喫煙という問題を、空間に対す
る規制と文化という視点からとらえ返そうと試みるものである。
表 1　オリンピック開催都市の受動喫煙防止の取り組み
開催年 開催都市（国） 受動喫煙防止の取り組み
2004 年夏季 アテネ（ギリシャ） 2000 年施行（法）
2006 年冬季 トリノ（イタリア） 2005 年施行（法）
2008 年夏季 北京（中国） 2008 年施行（市条例）
2010 年冬季 バンクーバー（カナダ） 2008 年施行（州法）
2012 年夏季 ロンドン（イギリス） 2007 年施行（法）
2014 年冬季 ソチ（ロシア） 2013 年施行（法）
2016 年夏季 リオデジャネイロ（ブラジル） 2009 年施行（州法）
2018 年冬季 平昌（韓国） 2015 年施行（法）
2020 年夏季 東京（日本） 2017 年現在未定 6）
2 ．喫煙と規制
　今や喫煙による健康への影響は周知されつつある。『たばこ白書』として知られる厚生労働省
の『喫煙と健康	喫煙の健康影響に関する検討会報告書』（2016）には、「たばこ煙には発がん
性物質が約 70 種」「副流煙には（中略）有害物質が主流煙の数倍も含まれる」という見出しが
飾り、とりわけ「がん」という病気との結びつきが啓発されている。
　がんという病気は「死」のイメージと結びつく。内閣府「がん対策に関する世論調査」（2016
年 11 月調査）によれば、がんに対して「こわいと思う」「どちらかといえばこわいと思う」と
いう人が 72.3％、そう思う理由の 72.1％が「がんで死に至る場合があるから」という結果 7）と
なっている。がんの原因として周知されつつある喫煙は、したがって「死」につながるような
健康に対するリスクファクターとして認知されつつあるといえる。実際、厚生労働省「平成 28
年国民生活基礎調査」によると、2016 年の日本における成人の喫煙者の割合が 19.8％とはじめ
て 2 割を切り、非喫煙者は 78.3％となった 8）。また喫煙者を、性・年齢階級別に 2001 年と比較
 6）	2017 年 9 月、東京都は屋内原則禁煙とする条例案を提出し、2019 年夏までの嗜好を目指していること
が発表された。一方で、その後 11 月には、前述したように、店舗面積が 150㎡以下の飲食店での喫煙
を認める健康増進法の改正妥協案で調整されていることが明らかとなっている。
 7）	4 年前の 2013 年 1 月調査に比べれば、「がん＝死」というイメージはわずかに弱まっているものの、依
然として強いといえる。
 8）	「毎日吸っている」18.3％、「時々吸う日がある」1.5％の回答をあわせて「喫煙者」とし、「吸わない」
73.2％、「以前は吸っていたが 1 か月以上吸っていない」5.1％の回答をあわせて「非喫煙者」としてい
る。ちなみに、男性の喫煙者は 31.1％、非喫煙者は 66.9％、女性の喫煙者は 9.5％、非喫煙者は 88.6％
であり、ジェンダー差が見られる。
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すると、男女ともにほとんどの年齢階級で減少している 9）。
　さかのぼると、喫煙による健康に対するリスクが指摘されるようになったのは1960年代頃10）
だと言われる。1964 年にアメリカ合衆国保健教育福祉省公衆衛生局が、タバコと肺がん等疾患
との関係性を明らかにした報告書「喫煙と健康」（Department	of	Health	1964）を発表し、日本
でも大きな反響を呼んだ。1970 年には、WHO がはじめてタバコ対策に関する決議を採択し、
子どもの喫煙防止や、原料である葉タバコの栽培転換といった必要性が確認された。その後も、
1988 年から世界禁煙デー（5 月 31 日）を設定するなど、WHO によって総合的なタバコ対策が
進められてきた。また、WHO の専門機関である国際がん研究機関（IARC）は、1986 年をはじ
め、2004、2009年にも、喫煙が様々な器官に対する発がん原因となると評価した。これを受け、
日本でも 1987 年にはじめて喫煙と健康の問題を総合的にとらえた『たばこ白書』が厚生省の公
衆衛生審議会によって取りまとめられたのである。
　受動喫煙に関しては、世界に先駆けた動きを日本は示してきた。1981 年に発表された平山雄
（当時、国立がんセンター疫学部長）による「夫の喫煙によって喫煙しない妻の肺がん死亡のリ
スクが上がる」という論文（Hirayama	2000）では、受動喫煙のリスクがはじめて訴えられた11）。
受動喫煙対策も、1992 年の「労働安全衛生法」改正で快適な職場環境を形成することが事業者
の努力義務とされることを受けて盛り込まれ、1996 年に「職場における喫煙対策のためのガイ
ドライン」で具体的措置を定め、基本的考え方として喫煙者と非喫煙者の間で合意を得やすい
空間分煙（喫煙室又は喫煙コーナーの設置）を進めることが適切とされた。
　法律としてはじめて受動喫煙対策に言及した健康増進法が施行されたのは2003年で、その第
二十五条において、職場のみならず「学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、
百貨店、事務所、官公庁施設、飲食店その他の多数の者が利用する施設を管理する者」に対し、
受動喫煙防止に向けた措置を努力義務化した。同法制定後、日本は「たばこの規制に関する世
界保健機関脇組条約」（WHO	Framework	Convention	on	Tobacco	Control:	FCTC）（2017 年現在、
168 か国締結）を 2004 年に批准する。
　このように日本では、喫煙や受動喫煙による健康のリスクの指摘や啓発が、世界的に見て決
して遅れていたわけではない。にもかかわらず WHO によれば、「公共の場所（public	places）」
における日本の受動喫煙対策は、世界でも最低レベルだとされている。その理由の一端に、喫
煙規制のプロセスに問題があったことが考えられる。
　健康増進法で受動喫煙を「室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わさ
れること」と定義づけたことから明らかなように、その防止対策として屋内の喫煙を規制する
ことは順当である。実際に欧米では、まずそのような方針で規制が進められた。バーやパブの
店内では禁煙である一方、屋外では自由に喫煙ができる場合も多く、ロンドンやパリでは路上
 9）	例外的に女性の「50 ～ 69 歳」では、2001 年より 2013 年にかけて喫煙者が増加し、2016 年に減少す
る傾向を示している。
10）	さらに早い例では、肺がん症例の喫煙歴を調査した 1950 年の米 Wynder の研究や、喫煙が肺がんだけ
でなく多くの疾患の重要な原因であることを明らかにした英 Doll の研究などがある（大島　2013）。
11）	この研究結果（Hirayama	2000）は、のちに再確認された（Kurahashi	et	al.	2008）。
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に吸い殻が散乱している様子も見受けられる。
　しかしながら、日本における喫煙規制は欧米のそれとは違った流れをたどってきた。日本の
場合、1970年代頃より「嫌煙権」という言葉がつくられていたが、公衆衛生的な問題より先に、
モラルやマナーの問題として喫煙は規制されてきた。それを象徴するのが、2002 年、路上喫煙
に対して初めて罰金を徴収することで話題になった「安全で快適な千代田区の生活環境の整備
に関する条例」（平成 14 年千代田区条例第 53 号、以下「生活環境条例」）12）である。当時、千
代田区の Web サイトでは「この条例は、歩きたばこの危険性や吸い型のポイ捨て、置き看板、
放置自転車などで地域の環境が悪化しているという区民の方々の声から生まれ、全国初の「路
上喫煙への罰則適用条例」として大きく注目されました」とあったように、喫煙による健康に
対するリスクの問題ではなく、生活環境に関するマナーを規制しようとするものだった。同条
例のポスターにおいても、「たばこを持つ手は、ちょうど子供の目の高さ／街を汚すだけでな
く、火災のおそれもすてている／リサイクルできるものを、ただのゴミにしている」というコ
ピーが並び、そして「マナーから、ルールへ、そしてマナーへ」というスローガンがその趣旨
を物語る（図 1）。
図 1　千代田区生活環境条例ポスター（2002） 図 2　JT「マナーグラフィック」例
　この流れに乗じた形で日本たばこ産業（JT）は、2004 年から「新喫煙マナー広告」をはじめ
12）	当初、「ポイ捨て禁止条例」と呼ばれ、千代田区生活環境条例のホームページ、通称「ポイ捨て.com」
（http://www.poisute.com/）などで情報発信を行い、話題となる。
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る。当初「「○○はやめましょう」という広告ではなく、（中略）マナーのことに気づき、考え
る広告としました」という前置きとともに、「たばこを持つ手は、子供の顔の高さだった」（図
2）、「吸いがらを排水溝に捨てた。というか隠した」、「700 度の火を持って、私は人とすれちが
っている」、「肩がぶつかったら謝るのに、煙がぶつかっても謝らなかった」、「犬を散歩すると、
いつもより吸いがらが目につく」、など、さまざまな場面を挙げて啓発している。「あなたが気
づけばマナーは変わる」というキャッチコピーがあらわすように、健康に対するリスクについ
て言及されることはなく、ポイ捨てや歩きたばこなど屋外での喫煙に関するマナーを啓発する
ものだった。
　このように、2003 年の健康増進法に先んじて、屋外における自由な喫煙がモラルやマナーの
問題として規制されていった日本は、欧米とは異なるステップをたどり、屋内における禁煙が
なかなか進まない状況に陥っているといえる。
　一方、法的に禁止されているわけではないタバコを吸うことができる環境が、みるみる狭小
化するのに対し、「禁煙ファシズム」13）と称して反論する者もあらわれた。その主張の根拠とし
て、1981 年の平山論文（Hirayama	2000）をはじめ、疫学研究の科学的妥当性を疑うものも多
い。JT も Web サイト 14）において「喫煙が特定の疾病のリスクファクターである」としながら
も「更なる研究が必要」であるとし、「成人の方には喫煙のリスクに関する情報をもとに、喫煙
するかしないかを自ら判断し、個人の嗜好として愉しむ自由がある」と主張する。
　しかしながら、もはや個人のモラルやマナーの問題ではなく、タバコの煙という遮断するこ
とが難しいものによる健康に対するリスクと、タバコの臭いのような好き／嫌い、快／不快と
いった個人的な感情とがからみ合った複雑な問題に変化している。
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図 3　タバコの煙に対する感じ方（2017 年 3 月『朝日新聞デジタル』アンケートによる）
　たとえば、『朝日新聞デジタル』のアンケート「たばこの煙」（2017 年 3 月）では、「たばこ
13）	2003 年 10 月号『ユリイカ』の「煙草異論」特集をはじめ、小谷野敦・斎藤貴男・栗原裕一郎『禁煙フ
ァシズムと戦う』（2005）、小谷野敦『禁煙ファシズムと断固戦う！』（2009）など。
14）	JT ウェブサイト（https://www.jti.co.jp/）下にある「たばこに関する JT の基本認識」「喫煙と健康に関
する JT の考え方」などを参照。
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の煙について、どのように感じますか？」という質問に対し、「気にならない」と回答した喫煙
者は48.7％、非喫煙者は3.5％、「だれのものであっても、困る・嫌だ」と回答した喫煙者は16.4
％、非喫煙者は 93.1％という結果となり、そのギャップが極めて大きいことがわかる 15）。
　受動喫煙対策として最も有効なものが、屋内原則禁煙であることは言うまでもない。2017 年
6 月時点の改正案でも、官公庁や社会福祉施設等、多数の者が利用するものを「建物内禁煙」、
未成年者や患者等が利用する学校や医療機関等、受動喫煙を防ぐ必要が高いものを「敷地内禁
煙」とし、飲食店等のサービス業等、利用者側にある程度選択の機会があるものは「原則建物
内禁煙」とした上で、煙が外部に流出することを防ぐための措置を講じた「喫煙室」の設置を
可能とした。これに対し、飲食店等は売上減少を懸念する声が強く、もともと国営だったタバ
コ産業をめぐる政治家の利権の問題もからみ、改正案は見送りとなったと言われる。しかし、
飲食店等の売上については、禁煙にすることで必ずしも減少するわけではなく、増加する事例
も報告されている 16）。
　むしろ問題視すべきは、屋外から始まったねじれた規制の流れのなかで、健康に対するリス
クの問題が、嗜好の領域までにも影響を及ぼし、感情的な排除や分断へと加速してしまうこと
ではないだろうか。大阪国際がんセンターがん対策センター特別研究員の大島明が、2017 年 8
月 14 日付『毎日新聞』「受動喫煙対策を進めるには」というインタビュー記事で「「ゼロか 1
か」では対策は進みません。屋外の喫煙場所の確保も検討すべきだと考えます」というように、
白か黒かではなくグレーゾーンを許容しつつ多様性を担保する対策が検討されるべきだろう。
3 ．風営法改正とマナー問題
　2015 年に風営法が改正された大きな理由は、客にダンスをさせる営業が風営法で規制される
営業（風俗営業）とされていることに関して、健全なダンス文化やダンス関連産業の発展の支
障になっているとの観点から規制を見直すことにあった。だが、そもそも風営法の目的とは「善
良の風俗と清浄な風俗環境を保持し、及び少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止するた
め」であり、ダンスという行為を直接規制というよりも、それによって「享楽的雰囲気」が過
度にわたり「客が大声若しくは騒音を発し、又は酒に酔つて粗野若しくは乱暴な言動をするこ
とその他営業所の周辺において他人に迷惑を及ぼすこと」を規制する。喫煙に対する規制と同
様、風営法もモラルやマナーの問題として規制する点は共通する。
　風俗行政研究会による「ダンスをさせる営業の規制のあり方に関する報告書」（2014）では、
さまざまな団体からの意見のヒアリングが掲載されている。業界団体からの意見はおおむね規
制緩和の方向であるのに対し、地域住民や商店街振興組合などの意見は異なる。
　たとえば、六本木商店街振興組合は、「六本木は健全なダンス文化の発信拠点になり、オリン
15）	2017 年 3 月 22 ～ 30 日の間で調査を行い、2130 人が回答。「たばこを吸ったことはない」（1280 人）
「吸っていたが、今は吸っていない」（698 人）と回答した者を「非喫煙者」、「吸うがそれほどという
認識はない」（102 人）「ヘビースモーカー」（50 人）と回答した者を「喫煙者」としており、母数の偏
りが大きいため、一概に比較できない点は留意したい。
16）	2017 年 2 月 15 日付『朝日新聞』「禁煙飲食店ルポ	意外に好評だった」など。
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ピックによる外国人観光客をはじめ、来訪者が安心して楽しめることで、街の活性化につなが
ると考えている」としながらも、こと騒音に関しては、クラブに直結する問題とみなされ、「ダ
ンス提供事業の特有の問題である騒音の規制は強化してほしい」と主張する（風俗行政研究会　
2014:	29-30）。六本木町会も同じく、「クラブ周辺では夜から朝まで大音量で音楽が流れており、
騒音が一番の問題。地域住民からの苦情が非常に多い」という（風俗行政研究会　2014:	30）。
　なかでも大阪市中央区御津連合振興町会の意見は辛辣である。「最盛期にはアメリカ村に 30
軒ほどあり、深夜から翌朝まで大音量と重低音が響いて寝られない日が続いた。何度もクラブ
にお願いしても、全く誠意のない対応の上、暴言を吐かれ、身の危険も感じた。警察官に同行
してもらっても、すぐに同じ音量に戻るだけでなく、悪質な店舗は営業妨害だと噛みついてき
た」。「当時、クラブからクラブへ飲み歩くはしごが流行し、酔った若者が大声で騒ぎながら街
中を渡り歩いていた。クラブに対処を頼んでも、外にいる人間は関係ないと突き放された。ま
た、深夜には入場待ちの長い行列ができたり、有名な DJ の出待ちでは客が騒ぎ寝られない状
況だった」。「同時に、ナンパするために車を縦列で停めて、女の子が通るたびに大声で声を掛
けたり、エンジンを空ぶかしする音も眠れない原因だった」。つまるところ「深夜から早朝まで
長時間酒を飲んで踊る、この行為こそが迷惑行為の根源であり、ダンス文化や表現の自由とは
かけ離れた迷惑行為がクラブには付きもの」というように、騒音だけでなく、酔客がもたらす
迷惑行為を理由に、規制緩和に反対している（風俗行政研究会　2014:	30）。
　また、風営法改正案の検討に際し、2015 年 7 月、警察庁は事業者団体等 17）から意見聴取を、
主要な繁華街・歓楽街34地区 18）を管轄する12都道府県警察は特定遊興飲食店営業の設置許容
地域となり得る繁華街・歓楽街その他の地域の町会、商店会等 209 団体から意見聴取を行って
いる。土屋暁胤と中野崇嗣によれば、「地域住民からの意見は、大規模な歓楽街に限定するので
あれば容認できるというものが多かった」が、「今でも酔っ払いの声やカラオケの騒音で寝られ
ない時があり、これで夜通しダンスができるとなると、非常に不安である。深夜は本来静かな
時間帯であり、住んでいる人もいるので、繁華街だからよいというのは違和感がある」といっ
た反対意見もあったという。また、大規模な歓楽街の中の幹線道路沿いの特例 19）についての是
17）	一般社団法人演奏家権利処理合同機構、一般社団法人コンサートプロモーターズ協会、一般社団法人
日本音楽事業者協会、一般社団法人日本音楽制作者連盟、一般社団法人日本 DJ 協会、株式会社 Zepp
ホールネットワーク、クラブとクラブカルチャーを守る会、クリエイティブ・ミュージック＆カルチ
ャー・オープンネットワーク、公益社団法人日本芸能実演家団体協議会、特定非営利活動法人日本ダ
ンスミュージック連盟、西日本クラブ協会、日本音楽バー協会、日本ナイトクラブ協会、はたらくミ
ュージシャンズ協会、有限会社サルサホットラインジャパン、ラテンワークスコーポレーション株式
会社、Let’s	DANCE 署名推進委員会、六本木セーフティアソシエーション。
18）	北海道の薄野地区、宮城県の一番町地区及び国分町地区、埼玉県の大宮駅周辺地区及び西川口駅周辺
地区、東京都の銀座地区、池袋地区、八王子地区、渋谷地区、新宿地区及び江東橋地区、千葉県の船
橋駅周辺地区及び柏市柏一丁目地区、神奈川県の関内地区、関外地区、川崎駅東側地区、横浜駅周辺
地区、新横浜駅前地区、平塚駅前地区、大和駅前地区、相模原駅前地区及び小田急相模原駅前地区、愛
知県の栄地区、京都府の木屋町地区及び祇園地区、大阪府のキタ地区及びミナミ地区、兵庫県の三宮
地区及び魚町地区、広島県の流川・薬研堀地区、御船・松浜地区及び福山駅前地区並びに福岡県の天
神地区及び中洲地区の 34 地区。
19）	特定遊興飲食店営業を認める地域と住居が集合している地域の間に緩衝地帯を設けることとする場合
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非では、地域住民等から「住民地域の中を通って帰る客がおり、喧嘩したり話し声がうるさか
ったりするので、反対である。現にこのような客がいて迷惑している」といった反対意見があ
った（土屋・中野　2016a:	44-45）。
　「音は最も拡散的なメディアであり、人々の集中力を必要としない反面、音を遮断することは
映像を遮断する以上に困難なものでもある」（小倉　1992:	69）というように、クラブの問題は
まず遮断の難しい音に起因する。そして騒音を中心に、酔客による喧嘩やゴミの散乱、路上で
のたむろ、器物損壊など、モラルやマナーを逸脱した迷惑行為に、その核心がある。
4 ．音／煙の問題に対する解決の方向性
　これまで見てきたように、風営法と健康増進法の改正に共通するのは、音や煙という空間的
に遮断の難しいものが、モラルやマナーの問題と結びついている点である。ここではそれらの
解決の方向性について論じたい。
　筆者もすでに別稿（太田　2014）で論じたが、これらの背景には中間的コミュニティの空洞
化がある。例えば、橋本典久は「ある程度音量が大きく、耳で聞いてうるさく感じる」騒音と、
「音量がさほど大きくなくても、相手との人間関係や自分の心理状態によってうるさく感じてし
まう音のこと」を「煩音」と呼んで両者を区別し、「現代の音の問題は、その多くが騒音問題と
いうより煩音問題であることが多い」（橋本　2012:	128）と指摘する。「昭和 40 年代からの高
度経済成長時代には、騒音と言えば暗黙のうちに公害騒音を指していた」が、「現代では公害騒
音以外の些細な音（筆者注：つまり「煩音」）が、さまざまな被害を生じさせる事態が発生し」、
その変化は昭和50（1975）年頃からであるという（橋本　2012:	2）。これは前述した「嫌煙権」
が象徴するような喫煙に対するイメージの変化とほぼ同じ時期でもある。図 4 を見てもわかる
図 4　地域での付き合いの推移（内閣府「社会意識に関する世論調査」より作成 20）
に、緩衝地帯の中の幹線道路に隣接する地域において特定遊興飲食店営業を認めるもの。
20）	2013 ～ 17 年の調査では「地域での付き合いをどの程度していますか」という質問に対し、図に示した
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ように、「地域での付き合い」は 70 年代半ばより減少傾向が見られ、2013 ～ 17 年では「よく
付き合っている」と回答した割合は 70 年代後半に比べ半分以下となっている。すなわち、これ
らの問題と中間的コミュニティの衰退とは相関が見られるのである。
　このような変化に対して、地域におけるつながりの回復や中間的コミュニティの再生といっ
た解決策が進められている。橋本も「騒音の対策は言うまでもなく音量の低減、すなわち防音
対策」であるが、「煩音対策で重要なことは、相手に対する誠意ある対応であり、それを通じた
関係の改善である」（橋本　2012:	131）という。クラブにおける問題でも、クラブ関連業界団
体が結成され、ネガティブなイメージの払拭と健全化に向け、自主ルールを策定したり、周辺
地域の清掃活動や地域活動へ積極的に参加したりしている 21）。
　喫煙における問題では、2017 年 5 月に結成された全国組織「近隣住宅受動喫煙被害者の会」
の事例が挙げられる。2017年 8月 20日付『毎日新聞』「ベランダ喫煙：煙たいよ！「ホタル族」
「被害者の会」登録急増」という記事によれば、7 月末時点で約 820 人の会員登録があり、話題
となっている。マンションなどのベランダで、家族を気遣って喫煙する者を「ホタル族」と呼
んでいたが、煙という遮断が困難なものをめぐる問題も、被害者と加害者の関係を調停する中
間的コミュニティの代替をつくることが必要といえる。
　だが、中間的コミュニティの再生やその代替を形成することは非常にコストがかかるもの（一
方で、わずらわしいもの）である。そこで解決手段として要請されるのが、公的な権力として
の警察や法（ルール）だ。改正されたとはいえ、風営法はそのような役割を負っていると言え
よう。また、前述の「近隣住宅受動喫煙被害者の会」もベランダ喫煙の対策強化を求める法律
や条例の制定を国や自治体に求めることを考えているという。私的なコンフリクトが生じた場
合でも、何らかの調停で合意形成を図るのではなく、警察や法に依存してすぐにでも白黒をつ
けようとしているという、まさに「コンプライアンス化」22）（太田　2014）しているといえる。
　その上で、短期間かつ省コストで解決する手段として注目されているのが、アクティビティ
によって明確に空間を区分するゾーニングである。「第 15 回	創業・IT 等ワーキング・グループ
議事概要」によれば、警察庁生活安全局楠保安課長が「やはり営業制限地域をきちっと設けて
住宅街に入っていかないとかですね、そういうのはやはり問題となる事案に個別の法律で対応
するというのではなくて、営業に対する規制が必要です」と発言した後、安念潤司座長が「ゾ
ーニングはまず絶対でしょうね。それは私はマストだと思いますよ」といった（内閣府　2014:	
ような「よく付き合っている」「ある程度付き合っている」「あまり付き合っていない」「わからない」
という選択肢が用意されているが、1975 ～ 79 年の調査では「近所付き合いをどの程度していらっしゃ
いますか」という質問に対し「親しく付き合っている」「付き合いはしているが、あまり親しくない」
「あまり付き合っていない」「付き合いはしていない」「わからない」という選択肢が用意されており、
ワーディングの違いも無視できないものがある。1997年調査から2002年調査（本質問項目は毎年調査
されているわけではない）でワーディングが変更され、結果にも落差があるものの、地域とのつなが
りが希薄化していく傾向は確認できる。
21）	たとえば、クラブとクラブカルチャーを守る会は、渋谷のクラブ周辺で早朝に清掃活動を行うなど、マ
ナー向上と地域への理解を求める「PLAYCOOL」キャンペーンを展開している
22）	「コンプライアンス」とは一般的に「法令遵守」と訳され、さまざまな偽装問題が顕在化するなかで、
2007 年ユーキャン新語・流行語大賞にノミネートされた。
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17）ように、最優先の解決策だとみなされている。健康増進法改正案も、屋内を禁煙にすると
いう意味では、本質的にゾーニングと変わらず、改正風営法も、ダンスをさせる特定遊興飲食
店営業の営業所設置許可区域 23）が指定されているのである。
　こうしたゾーニング的な考え方は、2016 年 12 月に施行された「 IR 推進法」ともつながる。
同法ではカジノばかりが注目されているが、統合型リゾート（ Integrated	Resort）施設や区域の
整備推進を図るものである 24）。内閣に設置された特定複合観光施設区域整備推進本部のもとで
開催された同会議の取りまとめによると、米ラスベガスのマンダレイ・ベイにおけるビーチコ
ンサートやザ・ヴェネチアン／パラッツォ内のナイトクラブが IR のコンテンツの例に挙げられ
ている（特定複合観光施設区域整備推進　2017）ように、ダンスをさせる営業としてのクラブ
も IR の一端を担うものとして構想されている。ここで、IR の各事業の相互連携・相互効果の
最大化を図るため、構成施設が複数の地域に分散していると集客効果が分散することを理由に、
単一の区域に集約して設置する IR 施設の地理的一体性が主張されている。すなわち、「特定複
合観光施設区域」については、「特定複合観光施設ごとに当該施設が設置される単一の区画」と
定義すべきというのである。これはゾーニングそのものである。
　このように、空間的に遮断しにくい音や煙の問題の解決策としてゾーニングが期待されてお
り、それは 2020 年東京オリンピックとかかわるように IR やナイトエコノミーといった議論へ
と引きつけられている 25）。
5 ．シンガポールの事例より
　ゾーニングによって IR 事業を推進した成功例として、しばしばあげられるのがシンガポール
である。シンガポール政府観光局（STB：Singapore	Tourism	Board）によれば、マリーナベイ・
サンズ（Marina	Bay	Sans）やリゾート・ワールド・セントーサ（Resort	World	Sentosa）といっ
た IR の効果により、2016 年の外国人旅行者数と観光収入がともに過去最高を記録したという。
　なかでも、バーやレストラン、クラブといったナイト・エンターテインメントをゾーニング
によって集約して、近年注目を集めているのが、シンガポール川の河岸沿いにある再開発地域
のクラーク・キー（Clark	Quay）（図 5）である。このエリアはかつて倉庫街だったが、経済発
23）	大阪府では、大阪市北区（キタ）と大阪市中央区（ミナミ）の一部の繁華街エリアのみ。東京都でも、
千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、品川区、目黒区、大田区、世
田谷区、渋谷区、中野区、杉並区、豊島区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、江戸
川区、八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、府中市、町田市、小金井市、東村山市、国分寺市、福
生市の、それぞれ一部の繁華街エリアのみ、営業が許可されている。
24）	「特定複合観光施設区域整備推進会議取りまとめ」においても、「我が国の IR 制度は、単なる「カジノ
解禁法」でなく、また IR 事業を認めるためだけのものであってはならず、さらに、単にカジノを核と
して他の観光施設を申し訳程度に附置するようなカジノ導入を主眼としたものではあってはならない」
とし、「Not	a	Casino,	but	an	IR」が強調される。
25）	「ライジングサンロックフェスティバル」では、公式スポンサーとして JT やライターブランドの ZIPPO、
サッポロビールなどが名を連ねていることから、木曽崇は「ライジングサンロックフェスティバルの
来場客を「夜通しで音楽を楽しむような消費活動を好む音楽ファン達を顧客とみなしている」という
（木曽　2017:	22）。このように、音楽を楽しむことと喫煙や飲酒は IR の議論のなかでは関連付けられ
ていると考えられる。
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展とともに物流の拠点が移り変わった結果その機能を失い、河川の汚染と相まって、この地域
は衰退していった。都市再開発局（URA：Urban	Redevelopment	Authority）は、河川周辺を活
性化させるため、倉庫をレストランや物販店として使えるよう改装し、周辺の建物も歴史的な
外観を残しつつ、クラーク・キーの再開発を進めた（豊嶋　2008）。
　このエリアに 2016 年に移転したのが、DJ	Mag による「Top	100	Clubs」で世界第 4 位にラン
クインしたクラブ「ズーク（ zouk）」（図 6）である。ズークは 1991 年からジアク・キム・ス
トリート（ Jiak	Kim	Street）に面したウェアハウス（工場）を改造して営業していたが、周辺
地域に住宅が増加したため、行政当局の指導があったという。明確な移転の理由は定かではな
いが、ズークは創業者のリンカーン・チェンからゲンティン香港（GHK）が買収することで移
転が決定する 26）。GHK はマレーシアのゲンティン・グループ企業で、ゲンティン・シンガポー
ルは統合型カジノリゾートのリゾート・ワールド・セントーサを経営している。
図 5　クラーク・キー案内図
（2016/12/23 筆者撮影）
図 6　ズーク（2016/12/23 筆者撮影）
　一方でシンガポールは、チューインガムの持ち込みを禁じる「食品販売（チューインガム禁
止）規則（Sale	of	Food	（Prohibition	of	Chewing	gum）	Regulations）」や、タバコの吸い殻などの
ポイ捨てを禁じる「環境公衆衛生法（Environmental	Public	Health	Act）」で知られるように、「公
共の場所」における厳しい規制がある。なかでも「その他の犯罪（公の秩序に反する行為や迷
惑行為）に関する法律（Miscellaneous	Offences	（Public	Order	and	Nuisance）	Act）」は、日本の
風営法と似た面があり、「公共の場所」で唾を吐いた場合や裸体になった場合、さらに他人の居
宅の付近や公共の道路上で他人に迷惑がかかるような音量で楽器を演奏し、又はその他のもの
で騒音をたてた場合も刑事罰の対象となる。
　アルコールに対しても、国民の健康を損なうという公衆衛生的な理由で高い税金が課されて
いるが、さらに「酒類規制法（Liquor	Control	（Supply	and	Consumption）	Bill）によって、2015
26）	2015 年 10 月 21 日付『AsiaX』「著名クラブのズーク、ゲンティン香港が買収」（2017 年 9 月 30 日取
得，https://www.asiax.biz/news/17212/）。
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年から「公共の場所」における午後 10 時 30 分から午前 7 時までの飲酒が禁止され、コンビニ
エンスストアなど酒類の小売販売も禁止された。ただし、午後 10 時 30 分以降であっても、政
府から酒類提供の許可を得たバーやレストラン、クラブ、そしてホーカー（屋台）などにおい
ては、許可で認められた時刻まで飲酒できるが、酒類を提供された場所以外では飲むことがで
きず、別の場所に持ち出すこともできない。
　Tan	Shin	Bin（2015）によれば、こうした飲酒に対する規制の背景には酔っ払いの騒音や喧
嘩という迷惑行為があるという。若者に人気のあるクラブは前述したクラーク・キーなどに集
まっており、クラブに向かう前にコンビニエンスストアなどで酒類を購入し「公共の場所」で
プレ・パーティを行う若者が多く、近くの高級マンションの住人から苦情が寄せられていたか
らである。また「公共の場所」だけでなく、例えば、2014 年の報道によれば、毎年クラーク・
キーで約 170 件の喧嘩や暴力行為が発生し、営業店舗内での大量飲酒が暴力事案と関連してい
ることが示唆されている。
　興味深いことに、飲酒規制においては、バーやクラブと、コンビニエンスストアといった小
売販売が対立するのである。クラブの経営者らは、酒類販売の規制そのものに対して、アジア
最高のナイト・エンターテインメントの地としての評判が損なわれたと主張し、暴力事案の関
連性について、酔っ払った犯人は必ずしも客ではなく、近くのコンビニエンスストアから格安
酒類を購入するティーンエイジャーであると反論した。そして、クラーク・キーの半径 1km 圏
内にあるコンビニエンスストアでのアルコール販売を禁止し、その地域の屋外での飲酒を禁止
するゾーニングの実施を訴えたという。シンガポールのナイトライフビジネス協会会長も、酔
っ払ってからクラブに入店されると売上が減少するとともに、喧嘩の原因ともなると表明する
ように、利益の争奪や迷惑行為の原因の擦り付け合いの様相も垣間見える。
　飲酒規制に対して、消費者はどのように反応したのか。「酒類規制法」の発表直後に行われた
政府の電話調査（回答者 1145 名）によれば、飲酒規制に関して 81％が支持したという。ただ、
同法が生活習慣に影響を及ぼすとは考えていないと回答した人も 82％あり、自分とは無関係と
考える層が多かったと考えられる。一方、シンガポール最大の新聞である『ストレーツ・タイ
ムズ』が行った世論調査（回答者 9000 人以上）では、全く逆に 78％が反対している結果とな
ったという。Tan（2015）は、この調査はシンガポール一般市民を代表するものではないが、一
部の層でかなりの反対があることが示唆されたと分析している。この点は、喫煙とよく似た側
面があり、当該行為を常習的に行うか否かで大きく変わる。
　ゾーニングによって、クラーク・キーという再開発エリアにクラブなどナイト・エンターテ
インメントとして集客が見込める観光施設が集約され、その夜の賑わいは目を見張るものがあ
る。一方で、移転したズークが象徴するように、どこか地域コミュニティやシンガポールの音
楽文化からは切り離され、夜の観光資源として消費されてしまうものに変化した感も否めない。
実際、昼間のクラーク・キーは夜と打って変わって閑散としている。ゾーニングによって生じ
る過当競争も生じており、2015 年 3 月には、ライフスタイルとエンターテイメントグループで
ある Lifebrandz がクラーク・キーのレストランやクラブ 5 店舗を閉鎖している。
　このようにシンガポールの IR 事業の成功の影にデメリットもある。ゾーニング的規制やドラ
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スティックな再開発の成功例としてだけでなく、文化の創造・発信レベルからも見直してみる
必要のある事例でもあるだろう。
6 ．おわりに
　ダンスをさせる営業に関する風営法改正と、受動喫煙防止対策を推進しようとする健康増進
法改正案、これらの規制改革は音や煙という遮断しにくいものを要因とする点で共通する。そ
の上さらに、音をめぐる問題は騒音という迷惑に加え、享楽的な雰囲気を醸すとして清浄な風
俗環境を脅かす恐れがあるものとみなされる一方、煙をめぐる問題は臭いという迷惑に加え、
受動喫煙によって健康に対するリスクが生じるものとみなされる。それらのリスクを回避しよ
うと法的な規制が要請され、解決策も共通してゾーニングが有効とされていることが明らかに
なった。
　確かに、遮断しにくい要因を地理的・空間的に遠くに引き離すゾーニングは即効的な対策だ
ろう。だが、第 2 章で言及したように、日本では受動喫煙を防止するために屋内を禁煙にする
より先に、ポイ捨てを禁止するために屋外での喫煙を規制したため、二重のゾーニングが生じ
てしまっている。屋外で自由に喫煙できない状況をふまえれば、店舗側が喫煙か分煙かを明示
すれば認める案も段階的な措置として検討に値するだろうし、近年増加する電子タバコや加熱
式タバコも、その有害性がまだ正確には明らかになっていないものの、その利用環境について
検討すべきだろう。
　一方、改正風営法においてもゾーニングの問題を浮き彫りにする。クラブとクラブカルチャ
ーを守る会の事務局長である藤森純弁護士も指摘するように、風営法施行によって定められて
いる各種要件を合わせると、実は各都道府県条例が特定遊興飲食店の営業許容地域として定め
ることのできる適切な地域はそれ程多くなく、これまでダンスクラブ営業を行ってきた営業者
の中でも、新しく定められた特定遊興飲食店の営業許可が物理的に取れない者がかなりの数出
てきている（坪井　2016）。また自治体のなかには、定められた要件に基づいて指定する適切
な地域がないとして、法の改正に伴う営業許容地域の指定が行われていないところも存在して
おり、そのような自治体においては実質的には特定遊興飲食店の営業が不可能になっている。
　果たして、ゾーニングは問題を「解決」するのだろうか。喫煙者と非喫煙者、音楽を楽しん
踊る者とそれを好まない者、そういった両者の「分断」につながる恐れもあるのではないか。
2017 年 4 月 16 日付『朝日新聞』「ベルリンの夜	クラブが熱い」という記事によれば、「テクノ
音楽に代表されるクラブカルチャーの発信地」でもあるベルリンがこれまで歩んできた過程を
伝えている。ベルリンの壁が崩壊した 1989 年以降、無人の建物を若者らが占拠し、次々クラブ
をオープンし、「若手 DJ らが実験的な表現に挑戦し、最先端の音楽シーンが体験できた」とい
うキュレーターのカチャ・ライヒャートの言葉が紹介される。だが、再開発が進むと騒音や立
ち退き、ドラッグなどの問題が増え、地域住民や行政との対立が深まったという。
　磯村英一（1989）の「第三空間」のような、多様な人びとが自由に参加できる場はゾーニン
グ規制によってどんどん失われていくのかもしれない。アンダーグラウンドでありながら自由
に参加可能なクラブも「第三空間」として、文化の創造・発信・あるいはハブという機能を果
空間における規制と文化
35－ －
たすとみなすことが可能だ。しかし、ゾーニングによる IR のなかで期待されるクラブとは、シ
ョーケース化されたナイト・エンターテインメント（喫煙や飲酒、カジノと並んだ）として、
前述の機能を失っているように見える。あるいは、IR のなかに集約されることで、シンガポー
ルのようにクラブの過当競争に陥り、小規模でユニークなクラブは淘汰されてしまう可能性が
ある。
　経済的利益を優先させるばかりでは、第 4 章で指摘した中間的コミュニティの空洞化を加速
させるばかりではないだろうか。ベンジャミン・R・バーバーの『消費が社会を滅ぼす』の訳
者竹井隆人は次のようにいう。
かつては〈まち〉では人びとが生活のために相互扶助し、施設やサービス等を共用するの
が当たり前だったのが、経済成長に伴ってそれらはプライベートな領域に取り入れられて
いった。自宅に風呂や便所が備わるのが当たり前になったのがその好例である。つまり、
人びとは「真のニーズ」（筆者注：生活必需品）が充足するにつれて、その次に「他者との
共同」という厄介事を排除した利便性を追求していったのである。こうして人びとは幼稚
化していき、人間関係においては「他者との共同」という“困難”を忌避するが、それに
より進行した生活の個別化ないし孤立化もあって、「コミュニティ＝仲良し」という“安
易”な人間関係を求めるため、フェイスブック（SNS）といった消費商品が隆盛するので
ある。これらの現象は、消費主義が「社会をつくる自由」を退潮させて生じた空白を「コ
ミュニティ＝仲良し」で埋めていく戦略、つまり見ようによっては消費主義本位のマッチ
ポンプとも映るのだ。（Baber　2007=2015:	587）
　筆者も、風営化改正の背景に中間的なコミュニティの空洞化、そしてそれによって要請され
る「コンプライアンス化」を指摘してきた（太田　2014）。水野祐によれば、「コンプライアン
ス」は「「法令遵守」と和訳され、日本では単純に法令を忠実に守ることを貫徹するという意味
で理解されてきた」という（水野　2017:	57）。だが重要なのは、法令を絶対不変のものとして
とらえるのではなく、時代とともに変化しうることを前提とし、読み替えることによって「私
たちの生活や文化の「余白」を確保し、制度設計する」（水野　2017:	334）ことだという。そ
うした「余白」こそ、文化の創造の土壌となるのではないだろうか。
本研究は JSPS 科研費 16K02094 を受けたものである。
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